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１．はじめに

　日本における人口減少、少子化傾向については、その対策が日々議論さ

れているにもかかわらず、その傾向は一向に止まらず、今日に至っている。

図１は、2010 年から 2021 年までの総人口の推移（一部概算値）を示した

ものである。
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（図１）人口推計：
令和 3 年（2021 年）9 月確定値、令和 4 年（2022 年）2 月概算値

（出所：令和 4 年 2 月 21 日公表 総務省統計）
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　さらに少子化に直接かかわる出生率の推移を確認すると、（図２）の推

移を辿っており、2021年 6月 4日厚生労働省発表の人口動態統計によれば、

2020 年の合計特殊出生率�i�は 1.34 であった。

　出生率が下がるにつれ、次第に小学生数、中学生数等も減少していく。

さらに、小中学生数の減少により、廃校になる小中学校数も徐々に出現し

始め、平成 14 年度（2002 年度）は、廃校となった小学校は 229 校である。

その後、平成 29 年度（2017 年度）までの間に、年間にして 229 校から

420 校の間で、廃校数は推移している。

　（図３）は、公立学校の年度別廃校発生数を示したものである。

（図２）出生数、合計特殊出生率の推移

（出所：令和 2 年版　厚生労働白書　図表 1-1-7）
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　本稿では、少子化トレンドを背景に廃校となる公立学校が毎年相当数出

ているという事象を捉え、残された公的資産活用の現況と今後のさらなる

有効活用の可能性を研究対象に、次章の研究方法をもって探究することを

目的としている。

２．研究の方法

　今回の研究テーマに関する先行調査は、文部科学省を始め各公的機関に

おいて積極的に実施・発表されてきた。とりわけ文部科学省が具体的活用

状況の調査をまとめた、「平成 30 年度　廃校施設等活用状況実態調査」は

有効なレポートである。本稿は公表資料をレビューし、それぞれ独立的分

散的に存在する各資料を有機的に結びつけることによる全体像把握をまず

（図３）棒グラフ：下から、小学校・中学校・高等学校等を示す

（出所：「廃校発生数・活用状況　廃校活用に関する手続について」文部科学省 2019 ii）
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第１の意図としている。活用例の中には、従来から主流をなしてきた社会

福祉的な用途に加え、新たな市場を見込んだ例も散見される。従来的な活

用方法のみでは継続的に発生する廃校を十分に活用するには不十分で、活

用されないままの廃校も多く存在する。廃校の維持費は、地域および施設

の現況によっても異なるが、平均 1 校あたり年間 200 万円かかると算出さ

れている�iii�。不審者侵入防止、火事等の災害誘発防止、樹木の手入れ等、

自治体にとっては大きな負の財産になりかねない状況にあるため、なかに

はマイナスの入札（購入者に支度金を付けて引き取ってもらう）の前例も

出現している�iv。こうした状況を改善するためには、公的団体以外の主体、

たとえば事業者・NPO 等の参加も活用の可能性を拡大するという点で重

要である。新しい参加者の可能性追究が本稿の第２の意図である。

　まだ数は少ないものの、今後の市場拡大を見込める新しい分野の活用例

として、ドローン研修を取り上げ、その可能性を現場の人々の声を反映し

ながら考察する。ドローンは将来的に広い市場をもつ新しいツールであり、

現在、研修および飛行練習を実施する用地が不足している。過疎地に広い

敷地を有する例が多い廃校活用法として、ドローンスクールはひとつの有

効な選択肢であろう。現時点では、母集団が非常に小さいため、定量的分

析は行わず、グーグルフォームによる質問紙に協力いただいた運営者の

方々の回答、および既に公表されている体験情報を、今後の廃校活用への

発展的課題として反映する。以下、議論の対象は公立学校に限定する（私

立学校は含まない）。

３．廃校活用の現状分析

３−１）廃校および廃校活用にかかわる法的状況

　まず、廃校に至るまでの基準についてみてみよう。この基準に関しては、

昭和 22 年以降に制定された以下の法令がある。
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　上記法令のいずれも制定から半世紀以上が経過しており、ICT・交通手

段等が発達した現在の状況に必ずしも適しているとは言えない。その状況

下、文部科学省は、平成 27 年（2015 年）1 月 27 日「公立小学校・中学校

の適正規模・適正配置等に関する手引の策定について」を、各都道府県・

指定都市教育委員会教育長、各都道府県知事、各国公私立大学長宛てに、

事務次官名によって通知している。

　学校設置者である各市町村がそれぞれの状況に鑑みて、統廃合を含む適

切な判断ができるよう、手引を策定することでサポートしようという試み

である。現時点では、この「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等

に関する手引�少子化に対応した活力ある学校づくりに向けて」vi が、廃校

を考える上での目安となっていると言えよう。

（図４）学校の適正規模・適正配置　関係法令

（出所：「少子化に対応した活力ある学校づくりに関する参考資料」v　文部科学省 2015）
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　同手引は長文で、ここでは具体的に引用しないが、一定の基準を示しつ

つ、当事者である自治体およびコミュニティの意向を重視した柔軟な作り

になっている。

　また、実際に廃校になった場合、「廃校発生数・活用状況　廃校活用に

関する手続について」（文部科学省 2019）によれば、「国庫補助を受けて

建設された学校施設を、学校用途以外に転用したり売却したりする場合に

は、原則として、補助金相当額の国庫納付等により、文部科学省大臣の承

認を得るための財産処分手続が必要になります」

　とされている。しかし、財産処分手続の大幅な簡素化・弾力化が現在は

実施されており「国庫補助事業完了後 10 年以上経過した建物等の無償に

よる財産処分の場合は、相手先を問わず国庫納付金を不要とする」など、

廃校施設等の積極活用の推進を図っている。廃校決定から廃校跡地の活用

までのプロセスを示したものが、図５である。

（図５）廃校活用までの 5STEPS （一般的なイメージ）

（出所：「廃校発生数・活用状況　廃校活用に関する手続について」vii 文部科学省　2019）
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３−２）廃校活用をサポートするプロジェクト

　実際に廃校が決定された後、その跡地をどのように活用するかは大きな

課題である。廃校にせざるを得ない状況は、多くの場合、市場経済におい

ても競争力という点では不利な場合があろうと推測される。たとえば、「過

疎である」、「交通の便がよくない」、「自然環境が厳しい」等が考えられる。

文部科学省では廃校活用を推進するため、「みんなの廃校プロジェクト」（文

部科学省 2019）を立ち上げて自治体を応援している。廃校情報は自治体

ごとに分散しがちであるが、それらを集約し、活用を希望する企業・団体

等に情報提供あるいは公募を行い、マッチングの橋渡しを行っている。

３−３）廃校の 20％は活用されていない現状

　文部科学省の「平成 30 年度（2018 年）廃校施設等活用状況実態調査」

によれば、平成 14 年度（2002 年度）から平成 29 年度（2017 年度）に発

生した廃校 7583 校のうち、施設が現存しているのは 6580 校で、活用され

ているのは 4905 校ということである。施設現存の廃校 6580 校のうち、

1675 校が活用されておらず、うち用途が決まっていないケースが 1295 校

ある。つまり、施設現存の廃校の 19.7％、約 5 校に 1 校はなにも利用され

ないままになっているのが、現状である。

（図６）廃校後の状況

（出所：「平成 30 年度（2018 年）廃校施設等活用状況実態調査」　厚生労働省）
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　さらに、同調査は廃校の主な活用用途についても、調査を行っている。

　活用用途を見ると、学校、社会体育施設・教育施設・文化施設、福祉施

設等に利用される件数が多く、企業等の施設・創業支援施設の件数は相対

的に少ない。社会福祉的な施設はコミュニティにとって重要な核となる存

在であるが、図 8 で示されるように、その運営には公的資金が投入され、

自治体の歳入に限りがあることを考慮すれば、社会福祉的活用に加えて、

公的資金への依存度が低い選択肢も増やす必要がある。

（図７）廃校の主な活用用途

（出所：「平成 30 年度（2018 年）廃校施設等活用状況実態調査」　厚生労働省）
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４．考察

４−１）民間企業の経営ノウハウを活用する新しい方向性

　社会的福祉的分野、つまり公的要素の強い分野を従来の活用市場の主流

と考えると、新しい分野としては、民間企業・NPO 等による活用が考え

られる。図 7 によれば、企業や NPO 等法人の施設・創業支援施設の件数

は主流用途の 10％にも満たない。３−３）において述べたように、公的

資金への依存度が低い企業・法人による廃校活用は、自治体にとって魅力

のある選択肢のひとつである。

（図 8）運営維持管理の財源

（出所：文部科学省「廃校施設の実態及び有効活用状況等調査研究報告書」2003、p54 viii）
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　実際に自治体によっては、文部科学省開催の自治体と民間事業者との廃

校活用マッチングイベントに参加し、さらには企業を無料招待ツアーに招

く等、活発に誘致の可能性を探っている。

　文部科学省は、「廃校施設活用事例集」を 2019 年に発行し（2020 年更新）、

30 の事例を紹介している。

（図 9）廃校活用事例紹介

（出所：「廃校施設活用事例集」文部科学省　2019）
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　図 9 の 30 の事例を見ると、19 番以降に一般企業の参加例あるいは宿泊

施設への転用例が多く紹介されている。それぞれに新しい観点での利用で

はあるが、今回は伸長著しい分野の開拓という点に焦点を合わせて、「ド

ローン操縦士養成教習所」に注目する。これは、工場、レストラン、宿泊

施設等の他の利用方法に加えて、新しい視点であるドローン飛行場開設が

廃校活用にさらなる選択肢の拡大を与えうると考えるからである。

　ドローン活用は、経済産業省が「製造業が直面する課題・デジタル -DX

の取組深化」のテーマの中に取り上げており、「インフラとの協調による

価値創出２・ドローン・空飛ぶクルマの社会実装に向けた取組」として、

2021 年時点での重点課題のひとつになっている�ix�。しかしながら、法的

規制により日本国内におけるドローン飛行練習場がきわめて限定的であ

り、ドローン関連情報サイトにおいては練習場を求める声、廃校の利用の

可能性を指摘する声が聞かれるx。過疎地の廃校施設は広いフィールドお

よび体育館を有する例が多く、ドローン飛行練習場として好適である。廃

校活用の用途を民間に求め始めた自治体と、今後さらなる需要が見込まれ

るドローン飛行練習場とは、両者のニーズがマッチしていると考えられる。

４−２）日本におけるドローン産業：飛行場の確保が課題

　各国において積極的に社会的役割を担っているドローンであるが、日本

においては安全性の担保のために、かなり多くの法的規制が課せられ、実

地で研修可能な場は限られていることは、４−１において述べた。本稿は、

人口過密地以外に存在する廃校の校舎・運動場等は、ドローン研修に適し

た環境であり、有効活用法のひとつとして十分活用できるという前提を、

実際に現在実行されている例を確認しつつ考察する。
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４−３）ドローンに関する法令

　ドローンの飛行に関する法令としては、航空法、小型無人機等飛行禁止

法、道路交通法、民法（土地所有者の許可等）および都道府県や自治体等

の条例が挙げられる。

　特に、各自治体等の条例については、サイトの位置によって異なるため、

適用される条例の有無に関して注意が肝要である。

４−４）ドローン市場の伸長

　国土交通省は、過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会

を設置し、2019 年より、ビジネスモデルの構築と初期段階での事業展開

への支援方策を検討している。また、経済産業省は、2022 年の有人地帯

での目視外飛行（レベル４）の実現を目指し、ドローンの社会実装に向け

て活用可能な予算事業をまとめた。

　2015 年頃よりドローンに関連する法令が整い始め、現在は市民生活へ

の貢献を担う実装段階に移行してきている。

　『国土交通白書 2020』による、ドローン市場の市場規模予測は図 10 の

通りである。

（図 10）ドローンのサービス別市場規模予測

インプレス総合研究所『ドローンビジネス調査報告書 2019』資料）インプレス総合研究所
（出所：国土交通白書 2020、図表 1—2—1—19　ドローンのサービス別市場規模予測より　筆者書き起こし）
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５．廃校利用によるドローンスクール実施例

　2022 年 2 月末現在において、廃校施設を利用したドローンスクールあ

るいは研修の運営例はまだ多くはない。図 9 の 19 番目の例として紹介さ

れている茨城県高萩市（旧君田小中学校）�xi�の記事を端緒にドローンス

クールまたは研修・イベントの実施例を調査してみると、旧三瀬中学校舎

活用（高知県）、旧室戸岬小学校（高知県）、旧中富中学校（山梨県）、旧

神立小学校（新潟県）旧金江津小学校（茨城県）、旧長南東小学校（千葉県）、

旧原泉小学校（静岡県）、旧戸倉小学校（東京都あきる野市）、旧馬場目小

学校（秋田県）など、実施規模は様々ではあるが、ドローンを飛ばす訓練

場として一定の実績があることが見て取れる。1 団体で複数サイトを運営

している例も見られた。また、現在、廃校跡にドローンスクール設置を検

討している企業も複数存在する。

５−１）廃校活用におけるドローンスクール運営の現状

　対象例が数少ないため、今回は定量的な分析をするためではなく、実施

者の声を聞くという目的で、グーグルフォームによる質問�xii�を 3 団体に送

付し、3 団体（サイトを複数運営する団体があるためサイト数としては 5

サイト）から回答をいただいた。

５−１−１）調査の概要

　2022 年 1 月 21 日時点で、廃校利用を公表しているドローン関連法人の

うち電話にて 5 団体と連絡がとれた。その 5 団体のうち、アンケート調査

協力を了承いただいた 3 団体にグーグルフォームを送付した。同年 1 月

21 日から 2 月 8 日までに、３団体５サイトから回答を得た。
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５−１−２）調査結果

　質問紙は、脚注�ix�に記載したのでここでは概要を述べる。

　（問１）　廃校校舎をサイトとして活用されるに至った契機について

　（回答）　�3 団体中 3 団体が安全で広い敷地が目的にフィットしていたと

回答し、うち 2 団体は加えて体育館も目的に合っていたと回答

している。

　（問２）　廃校校舎利用契約について

　（回答）　3 団体とも自治体との借受契約である。

　（問３）　廃校利用において修理・清掃の必要性

　（回答）　�2 団体が予想内であったと回答。1 団体が意外に手間・費用が

かかったと回答した。

　（問４）　維持費について

　（回答）　3 団体とも冷暖房費は予想範囲内と回答した。

　（問５）　�利用して気付いたこと、今後の利用者へのアドバイス等（自由

記述のため筆者が内容を要約）

　　・耐震構造・排煙設備・消防届け出の確認（1 団体）

　　・�地域住民の思い入れのある施設のため、活用は地域住民の理解と地

元自治体との信頼関係が非常に重要（1 団体）

　　・�地域貢献として集客による効果が地域に提供できるのではないかと

考えていたが、地域住民は結果としてこうした効果に積極的ではなく、

避難場所等公的使用や思い出深い施設の保全が主たる希望であった。

地域住民への聞き込みや会合をみつに行うべきだと感じた。（1団体）

５−２）分析

　以上の調査結果と前述の文部科学省による旧君田小中学校活用例として

の発表内容（脚注�xi�参照）を合わせて、現状における共通した課題を分析
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した。以下注目される共通点を挙げる。

５−２−１）地域住民との意見交換の重要性

　筆者が実施した質問紙調査において、2 団体が地元住民との相互理解の

重要性を指摘している。さらに、文部科学省による旧君田小中学校のドロー

ン操縦士養成教習所転用例紹介ページにおいても、以下のコメントが、活

用決定までの課題・苦労したこととして記載されている。

　　�「少子高齢化が進行する地域の絆、地域コミュニティの核である小中

学校施設の廃校には、地域住民から根強い反対があった。地域住民が

心情的にも納得する廃校の利活用を行う必要があったため、庁内に検

討委員会を設けるとともに、地域住民との意見交換を複数回実施した」

　地域の住民にとって、かつて自分や家族・知人が通学した小学校・中学

校が廃校になるということは、きわめて残念なことである。その跡地をど

のように運営するかについては、経済的合理性あるいは生活上の利便性を

判断の基準にするだけでなく、心情的な要素も尊重することが求められる。

廃校の跡地は、コミュニティの思い出が詰まった特別なスペースなのであ

る。廃校施設を保全維持するために、また地域を活性化させるためにも、

新たな担い手による活用自体には賛成であっても、その活用方法について

は充分な配慮が必要であることが窺える。コミュニティと運営者との相互

理解・信頼を構築するためには、地元住民・当該自治体・事業者間の事前

の丁寧な打ち合わせが求められる。

５−２−２）安全で広い敷地の持つ可能性は大きい

　質問紙への回答者 3 団体はすべて、廃校のもつ広く安全な敷地を高く評

価している。本稿４−３で述べたように、ドローンを実際に飛ばし飛行状
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況を確認する、あるいは技術者養成、ドローン購入者研修等を実施するた

めには、日本の法令を遵守する必要があるが、現時点では、ドローンを実

際に飛行させるための適法な場所は限定的であり、河川敷・森林・海岸等

も禁止されていることが少なからずある。

５−２−３）運営者を公募することに対する消極性

　旧君田小中学校（文部科学省の事例紹介）および筆者実施の質問紙回答

者 1 団体が公募に応募して選ばれたと述べている。しかし、文部科学省の

「平成 30 年度　廃校施設等活用状況実態調査」によれば、校舎に関しては

77.9％、屋内運動場に関しては 78.9％が公募していないと回答している。

　公募が積極的に実施されない理由は現時点では仮説であるが、極力「コ

ミュニティ内の力」で廃校を再生させたいという希望があるからではない

かと推測される。公募研究 78「廃校活用を通じた地域コミュニティ機能

強化の可能性�xiii�」（全労済協会 2019）によれば、

　「○○小�xiv�の廃校舎活用に東京や名古屋から応募があると聞いた。しか

し�地元には、見知らぬ『よそ者』が来ることにけっこう抵抗感がある」

という記述がある。

　また、「千葉県の廃校リノベーションプロジェクト�xv�」（スミカマガジ

ン 2019）では、

　「……一方で、町外から来た企業として、施設を土地に根づかせるため

の行動も意識しています」

　「私は、スタッフがその土地に住むことが大事だと思っています。住人

として接するからこそ、まちの皆さんとも本当のお付き合いができるん

じゃないかなと。……」

　と言った記載がある。

　今回は仮説の提起に留めるが、地元住民と、廃校利用によって地域外か
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ら来た組織との相互理解が重要なポイントであるという点についてはさら

なる調査をコミュニティ側からの情報も含めて実施したい。

６．結論

　本研究では、廃校活用において新しいジャンルの活用方法であるドロー

ン操縦士養成教習所（ドローン飛行場）の設営に関し、廃校活用の現状と

ドローン市場および飛行場不足の現状の双方から探求を進めた。

　質問紙調査・先行調査等を通して得られた現場の声を分析し、ドローン

スクールあるいはセミナー実施側にとっては、過疎地にある廃校の安全で

広いフィールド・体育館は極めて好適な環境であることが窺えた。ドロー

ン飛行場の不足およびドローン市場の今後の伸長を考えれば、廃校活用へ

の需要はこの分野で大きくなる可能性が高い。

　一方、地域住民・当該自治体・事業者間の十分な話し合いによる相互信

頼関係の確立が、廃校活用の前提として非常に重要であることも本調査分

析から窺える。受け入れ側コミュニティの受け入れ準備（readiness）を

相互話し合いによって整えることが、廃校を活用したドローン飛行場運営

の鍵と考えられる。

７．おわりに。今後の課題として

　今回は廃校跡地においてドローンスクールを展開している例がまだ少な

いため、分析対象のサンプルも限定的であった。今後伸長する分野である

ことから、時間を置いて、再度状況調査を行いたい。また、廃校活用活性

化に向けてより広く潜在需要を喚起するための有力な方法と思われる公募

に関し、比較的消極的な現状の分析を進め、その解決策を探求したい。

謝辞）このたびの質問紙調査にご協力くださった各関係者の皆様に心より
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